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平成２９年労第７４号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する｡ 

 

事実及び理由 

 

第１ 再審査請求の趣旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監

督署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対して

した労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付及び

葬祭料を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めることにある。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人の亡夫（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日、Ａ所在のＢ

会社（以下「会社」という。）に雇用され、平成○年○月までＣサービスセンタ

ーにおいて損害査定業務に従事した後、同年○月以降Ｄサービスセンターに異動

し同査定業務に従事していた。 

２ 被災者は、平成○年○月○日、午後○時頃、Ｄサービスセンターの喫煙室前で

倒れ、Ｅ病院に救急搬送され、「くも膜下出血」（以下「本件疾病」という。）

と診断され療養を受けていたところ、同月○日、死亡した。死亡診断書によると、

直接死因「くも膜下出血」、くも膜下出血の原因「解離性動脈瘤」、解離性動脈

瘤の原因「高血圧」とされている。 

３ 本件は、請求人が遺族補償給付及び葬祭料を請求したところ、監督署長は、こ

れらを支給しない旨の処分（以下「本件処分」という。）をしたことから、請求

人が本件処分の取消しを求める事案である。 

４ 請求人は、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査

請求をしたところ、審査官が平成○年○月○日付けでこれを棄却する旨の決定を

したことから、更にこの決定を不服として再審査請求に及んだ。 

第３ 当事者の主張の要旨 

 １ 請求人 

  （略） 
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２ 原処分庁 

  （略） 

第４ 争  点 

被災者の死亡が業務上の事由によるものであると認められるか。 

第５ 審査資料 

  （略） 

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

  （略） 

２ 当審査会の判断 

（１）被災者に発症した疾病について、Ｆ医師の平成○年○月○日付け意見書及び

Ｇ医師の平成○年○月○日付け意見書において、両医師とも、右解離性椎骨動

脈瘤による「くも膜下出血」であり、その発症時期は「平成○年○月○日」と

判断しているが、当審査会としても、本件疾病の発症経緯及び事後の診断経過

から見て、同判断は妥当であると考える。 

（２）ところで、本件疾病を含む脳血管疾患に係る業務起因性の判断に関しては、

厚生労働省労働基準局長が「脳血管疾患及び虚血性心疾患等(負傷に起因するも

のを除く。)の認定基準について」(平成１３年１２月１２日付け基発第１０６

３号。以下「認定基準」という。)を策定しており、当審査会としても、この取

扱いは妥当なものと考えることから、以下、認定基準に基づいて検討する。 

  ア 労働時間について 

    監督署長の認定した労働時間の推計方法は、決定書理由のとおり、始業時

刻を所定始業時間の午前○時と認定しているが、請求人は、始業時間が午前

○時との認定は間違いである旨主張している。 

Ｄサービスセンター会社関係者は、「被災者は、席についてパソコンを立

ち上げたら、雑談しながら準備をしていた。午前○時○分から○分くらいに

朝礼があり、午前○時ちょうどくらいに終わる。」旨申述し、Ｃサービスセ

ンター会社関係者は、「被災者は、出社後朝礼までの間、デスクにいた。出

社後パソコンを立ち上げたら、書類を確認したり、メールを確認したり、作

業を開始する。朝礼までの間、ぼんやりしたり、雑談することはない。」旨、

「朝礼は、業務開始の○分前からで、遅刻しても欠勤控除されないが、全員
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参加が原則と思う。」旨申述していることから、被災者は、出社以降所定始

業時間までの間、自席において、パソコンを立ち上げ、書類やメールを確認

したりした後に朝礼に参加しており、いずれも業務に従事していたと認めら

れることから、当審査会としては、始業時刻は出勤簿の出勤時刻とするべき

と判断する。 

そこで、当審査会において、始業時刻を出勤簿の出勤時刻として被災者の

発症前６か月間の時間外労働時間を推計したところ、その結果は発症前 1か

月：２８時間４８分、発症前２か月：４２時間９分、発症前３カ月：２７時

間２７分、発症前４か月：７０時間２１分、発症前５か月：８０時間１０分、

発症前６か月：３６時間５３分である。また、平成○年○月○日（発症日）

については、出勤簿に出勤時刻の記載がされていないので、入室・退室記録

の入室時刻を始業時刻とした。 

  イ 異常な出来事について 

被災者は、発症直前から前日までの間、業務上において異常な出来事に遭 

遇した事実は認められない。 

  ウ 短期間の過重業務について 

    発症前おおむね１週間において、特に過重な業務は認められない。 

エ 長期間の過重業務について 

（ア）本件疾病発症前６か月間における被災者の労働時間の状況は、前記アの

とおり、発症前１か月間の時間外労働時間は２８時間４８分であり、また、

発症前２か月ないし６か月における１か月当たりの平均時間外労働時間

を算定したところ、発症前５か月平均の４９時間４７分が最長であり、い

ずれも脳血管疾患の発症との関連性が強いと評価される１か月当たりお

おむね８０時間を超えるものとはなっていないことが認められる。 

なお、請求人は、被災者の平成２７年３月期の残業時間は月１００時間

を超えるものであったと主張しているので、念のため精査するに、確かに

請求人の主張のとおり、被災者の平成２７年３月期の所定外労働時間は１

００時間を超えるものの、週４０時間を超える時間外労働時間としては月

１００時間に満たないものであり、他の期間の残業時間は、さらに短いこ

とから、上記認定を左右しないものである。 

（イ）労働時間以外の負荷要因については、決定書理由に説示するとおりであ
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り、当審査会としても、被災者の精神的緊張の程度が特に著しい業務とは

認められないと判断する。 

（３）なお、請求人は、上司からパワハラがあった旨主張しているが、会社関係者

の申述からは、上司からパワハラがあったとの事実は確認されないので、上記

請求人の主張は採用できない。 

（４）以上を総合すると、被災者に発症した本件疾病については、認定基準に照ら

し発症直前から前日にかけて異常な出来事は認められず、また、発症に近接し

た短期間及び長期間の業務による過重性は認められないことから、業務上の事

由によるものであると認めることができない。 

なお、請求人のその他の主張についても子細に検討したが、上記判断を左右

するに足るものは見いだせなかった。 

３ 結  論 

以上のとおりであるので、本件処分は妥当であって、これを取り消すべき理由

はないから、請求人の本件再審査請求は棄却する。 

よって、主文のとおり裁決する。 


